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モルドバ

2020 年度 外部事後評価報告書

無償資金協力「バイオマス燃料有効活用計画」

外部評価者：オクタヴィアジャパン株式会社 古賀 美夕紀

０．要旨

本事業は、モルドバ国内の公共施設（主に小学校等の教育施設）に対して、ペレットボイ

ラーとペレット製造設備の導入を通じて、エネルギー・コストの削減と継続的な暖房施設の

運転を図り、住民の生活環境改善を目指すものであった。モルドバ政府が策定した「2020 年

までのモルドバ共和国のエネルギー戦略」や「国家開発戦略モルドバ 2030」では、エネル

ギー利用効率改善やバイオマス燃料・再生可能エネルギーによるエネルギー消費の削減等

が提唱され、バイオマス燃料は天然ガスの代替エネルギーとして有益であり、同国のエネル

ギー安定供給にとって欠かせないと位置づけられている。日本の援助政策との整合性も確

認されることから、妥当性は高い。効率性に関して、アウトプットはおおむね計画どおり、

事業費は計画内に収まったものの、事業期間はペレットボイラー接続費用について実施機

関と地方の一部対象サイトとの間で調整に時間を要し計画を若干超過したため、効率性は

中程度である。有効性に関して、同国では 2018 年以降は天然ガス価格が下落した結果、ガ

ス暖房が優先される傾向にあることから、地方部に設置された 24 台のペレットボイラーの

うち事後評価時に稼働しているのは 9 台に留まっている。本調査では、目標値及び実績デー

タ値が入手できたのは稼働中 9 サイトのうち 7 サイトと、定量的効果の分析に必要なデー

タに制約があった中で、1）暖房費削減は目標値を上回り、2）雇用創出は目標値をやや下回

っている。他方、本事業の対象地域において、石炭・薪・電気に比べ安価で、天然ガスより

安全かつ環境にやさしい暖房手段が確保され、輸入エネルギーの価格動向に左右されるこ

となく冬季暖房を使用できる環境が整っている。稼働していないペレットボイラーが今後

稼働予定であること、農業廃棄物を有効活用した再生可能エネルギーが周知・促進されてい

ること、同国のエネルギー源多様化（エネルギー安全保障）に寄与していることから、有効

性・インパクトは中程度と判断できる。持続性に関して、稼働中のペレットボイラー9 台に

故障・不具合等はなく、未稼働状態にある 11 台も本年冬季（2021/2022 年）から稼働すべく

接続等が完了しており、運営・維持管理体制・技術面・財務面に問題はない。しかしペレッ

ト製造設備やデモ用ペレットボイラーの稼働・活用に向けた見通しが立っておらず、事業関

係者間で解決に向けた協議が必要である。したがって、本事業によって発現した効果の持続

性は中程度である。

以上より、本事業は一部課題があると評価される。
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１．事業の概要

事業位置図 本事業により導入されたペレットボイラー

１．１ 事業の背景

モルドバは石油・石炭等の鉱物資源に乏しく、天然ガスや石炭などのエネルギー源のほと

んどをロシア、ウクライナ等の周辺国からの輸入に頼っている。1991 年の独立前は旧ソ連

より安価なエネルギー源が供給されていたが、独立後は国際市場価格に基づいた燃料を購

入している。本事業開始前の 2006 年から 2010 年にかけて、天然ガスの価格は 3 倍以上に

高騰し、燃料購入費が国家財政を圧迫していた。特に地方では行政府の財政難のため、冬期

には十分な燃料（天然ガス）を購入できず、特に暖房を供給できない地方では冬季に学校を

一時閉鎖することもあったため、安定的な暖房供給の確保が喫緊の課題であった。かかる状

況下において、国内の農村から大量に入手できる藁等をバイオマス資源として活用し、ペレ

ットボイラー等の導入によるエネルギー事情改善への期待が高まっていた。

１．２ 事業の概要

モルドバの公共施設（主に小学校等の教育施設）に、バイオマス（ペレット）を燃料とす

るペレットボイラー及びペレット製造設備を導入することにより、エネルギー・コストの削

減と暖房施設の確保を図り、もって当該地域住民の生活環境改善に寄与する。

供与限度額/実績額 1,154 百万円 / 1,025 百万円

交換公文締結/贈与契約締結 2013 年 6 月 / 2013 年 6 月

実施機関
（計画時）農業食品産業省 2KR 実施ユニット（2KR-PIU）

（事後評価時）農業開発近代化機構（Agency for
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Development and Modernization of Agriculture（ADMA）：

以下「実施機関」という）

事業完成 2016 年 1 月

事業対象地域
モルドバ国内全土（ペレットボイラー25 カ所、ペレッ

ト製造設備 1 カ所）

案件

従事者

本体 なし

コンサルタント
三井共同建設コンサルタント株式会社・ユニコ インター

ナショナル株式会社（JV）

機材調達 豊田通商株式会社

調達代理機関 なし

協力準備調査 2011 年 12 月～2013 年 3 月

関連事業

（無償資金協力）

・草の根・人間の安全保障無償「ヒルトプル・マレ村初

等教育施設環境整備計画」（2008年）

（その他国際機関、援助機関等）

・「エネルギー・バイオマス事業」（2011 年～2014 年、国

連開発計画（UNDP））

・「エネルギー・バイオマス事業」（フェーズ 2）（2014 年

～2018 年、国連開発計画（UNDP））

・「エネルギーII 事業」（2004 年～2011 年、世界銀行）

・「農業廃棄物を活用した再生可能エネルギー事業」

（2005 年～2008 年、世界銀行）

・「社会投資基金・第 2 期事業」（2004 年～2013 年、世界

銀行）

２．調査の概要

２．１ 外部評価者

古賀 美夕紀（オクタヴィアジャパン株式会社）

２．２ 調査期間

今回の事後評価にあたっては、以下のとおり調査を実施した。

調査期間：2020 年 12 月～2021 年 12 月
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現地調査：渡航は無し。現地調査補助員を活用した遠隔による調査を実施した。

２．３ 評価の制約

（現地調査補助員を活用した遠隔による現地調査の実施）

本調査では、業務開始時にモルドバへの渡航を2回計画していたが、業務開始後におい

て新型コロナウィルス感染症拡大の影響により、外部評価者による現地渡航を見送った。

外部評価者は現地調査補助員を活用し、事業サイト実査、情報・データ収集、事業関係者

へのインタビュー調査等を遠隔にて行い、得られた内容を外部評価者が精査し、評価分

析・判断を行っている。

３. 評価結果（レーティング：C1）

３．１ 妥当性（レーティング：③2）

３．１．１ 開発政策との整合性

本事業開始前、モルドバ政府は 2012 年に「国家開発計画」を策定し、「教育」「道路網改

善」「資金アクセス」「ビジネス環境」「エネルギー利用の効率化」「年金改革」「法による統

治」の 7 つを国家の優先課題として掲げていた。このうち、エネルギーに関しては、エネル

ギー利用効率改善と再生可能エネルギー利用によるエネルギー消費の削減を目指していた。

また同政府は、「2020 年までのモルドバ共和国のエネルギー戦略」及び「政府行動計画」（2011

年～2014 年）を策定し、具体的な目標としてエネルギー効率化、再生可能エネルギーの利

用促進、バイオマスの利用促進を重視していた。

事後評価時、モルドバ政府は「国家行動計画」（2019 年～2021 年）及び「国家開発戦略モ

ルドバ 2030」を策定し、その中でエネルギー戦略の主要行動計画として再生可能エネルギ

ーの利用促進を重要な存在と位置づけている。また、温室効果ガスの排出削減を国内で促進

し、エネルギー利用効率の改善等も企図している。加えて、同政府は引き続き公共施設や家

庭での暖房に使用されるバイオマスは重要な存在と位置づけている。具体的には、バイオマ

ス燃料の活用はエネルギー源の多様化をなすものであり、天然ガス輸入への依存を抑え、国

家エネルギー安全保障体制を強化しうる存在と位置づけている。

以上より、モルドバでは本事業開始前及び事後評価時において再生可能エネルギーの利

用促進がエネルギー戦略の主要行動計画と位置づけられ、バイオマス燃料の活用も重要視

されている。したがって、政策・施策それぞれにおいて整合性が認められるといえる。

1 A：「非常に高い」、B：「高い」、C：「一部課題がある」、D：「低い」
2 ③：「高い」、②：「中程度」、①：「低い」
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３．１．２ 開発ニーズとの整合性

本事業開始前、モルドバでは2006年から2010年にかけて天然ガスの価格が3倍以上に高騰

し、燃料購入費が国家財政を圧迫していた。特に地方では行政府の財政難のため厳冬期の暖

房のための十分な量の燃料（天然ガス）を購入できず、特に暖房を供給できない地方では冬

季に学校を一時閉鎖することもあったため、安定的な暖房供給の確保が喫緊の課題であっ

た。かかる状況下において、国内の農村から大量に入手できる藁等をバイオマス資源として

活用し、ペレットボイラー等の導入によるエネルギー事情改善への期待が高まっていた。

事後評価時、モルドバでは引き続きバイオマス資源の活用が重要視されている。その利点

として、主要な熱源である天然ガスの代替となりうること3、ペレットボイラーによる暖房

設備は石炭・薪・電気を用いた暖房設備に比べ運営・維持管理費が安価であること、これま

で化石燃料購入に充てられていた資金の国外流出防止、バイオマス燃料の地産地消による

新たな産業の形成、並びに新たな就労機会の創出につながるといった点が挙げられる。2018

年以降、モルドバでの天然ガスの販売価格は比較的安定しているが4、仮に今後再び高騰し

品薄となったとしても、バイオマス燃料の活用に切り替え、学校等の公共施設では暖房が行

き届かない状況を回避することができる5。つまり、既存の暖房設備（ガス・石炭・電気・

薪等）に加えて、ペレットボイラーによる暖房設備を設置することはエネルギーの安定供給

体制に安心をもたらすものといえる。その観点を踏まえると、本事業のニーズは引き続き高

いと判断できる。

以上より、本事業開始前及び事後評価時においてモルドバではバイオマス燃料がエネル

ギーの安定供給体制の強化に貢献するものであり、開発ニーズとの整合性が認められる。

３．１．３ 日本の援助政策との整合性

2013 年の政府開発援助（ODA）国別データブックにおいて、モルドバは「市民階層の生

活水準向上を目指すとともに、社会経済インフラの改善を通じた経済発展への基盤整備に

配慮する」といった方向性が示されていた。

3 モルドバ国の法律（2014 年 7 月 11 日付施行、法令第 128 号：建物のエネルギー性能、第 13 及び第 14 条）

では、新築・改築の際、再生可能エネルギー源などを活用した高効率な代替エネルギー供給システムが強

く推奨されている。
4 2020 年第 4 四半期において、モルドバでは天然ガス生産・供給の大手企業（ガスプロム社）が供給した

天然ガス価格は 1,000m³あたり 114.5US ドルである。これは欧州諸国内で流通する価格の約半分と安い。ま

た、同国が輸入する天然ガスの 2020 年の平均価格は 1,000m³あたり 149US ドルであり、欧州諸国の輸入価

格平均 1,000m³あたり 186US ドルより低い（以上の出所は実施機関データ）。事後評価時現在、天然ガスの

国内価格は 2015 年比で安価である。同国の天然ガスの調達先は過去数十年にわたり旧ソ連及びロシアに依

存していたが、隣国ルーマニアからのガスパイプラインが 2020 年に完成したことにより、モルドバの価格

交渉力ひいては天然ガスの調達能力がより強まっていることも購買価格に影響している。ただし将来の天

然ガス価格の予測は困難である。
5 実施機関によると、国内で十分な藁等のバイオマス資源を確保することでき、約 180 万 Gcal/年の熱エネ

ルギーが生成可能と算定している。



6

本事業は、モルドバにおいて再生可能エネルギーであるバイオマス燃料の活用促進、エネ

ルギー・コストの削減を図り、住民の生活環境の改善に資するものであることから、日本の

援助政策としての整合性は認められる。

以上より、本事業の実施はモルドバの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合

致しており、妥当性は高い。

３．２ 効率性（レーティング：②）

３．２．１ アウトプット

表 1 は本事業のアウトプット計画及び実績である。

表 1： 本事業のアウトプット計画及び実績

計画時（2013 年） 実績（2020 年）

【日本側投入予定】

1）調達機材等

【機材】ペレット製造設備 1 台、ペレット

ボイラー25 台（デモ用機 1 台6を含む）、ペ

レットボイラー用プレハブ建屋 25 セット

（含、調達機材の輸送、搬入、組立、据付、

試運転、初期操作指導）

2）コンサルティング・サービス

設計確認、入札図書作成、入札管理及び調

達監理

3）ソフトコンポーネント

維持管理システム構築のため以下の内容

を行う

①ペレットボイラー維持管理のための研

修

②ペレット製造設備維持管理のための研

修

③モルドバ国内におけるペレットボイラ

ー利用者拡大のための広報活動支援

【日本側投入実績】

1）調達機材等

【機材】ペレット製造設備 1 セット、ペレッ

トボイラー25 台（デモ用機 1 台を含む）、ペ

レットボイラープレハブ建屋 25 セット：計

画どおり7

2）コンサルティング・サービス：計画どお

り

3）ソフトコンポーネント：おおむね計画ど

おり

【モルドバ側投入予定】

（ペレットボイラー関連）

・モジュールの基礎工事（工事材料含む）

・モジュールへの電気・水供給工事

・防火・消火設備

・灰の一時保管容器

【モルドバ側投入実績】

（ペレットボイラー関連）

ほぼ計画どおりであった。計画時からの相違

については以下のとおりである。

6 国内資源の有効活用事例を示すことと、実演を行う目的でデモンストレーション用として設置された。
7 （参考情報）ペレット製造設備（1 台）の導入費用は 2 億 8,900 万円であった。また、ペレットボイラー

（25 台）の合計導入費用は約 6 億 1,700 万円、1 台あたりの平均導入費用は約 2,470 万円であった。
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・ボイラーオペレーター用施設整備（シャ

ワー、トイレ等）

・ボイラーオペレーターの募集・採用

（ペレット製造設備関連）

・ペレット製造設備収容建物

・ペレット搬送機器（クレーン、フォーク

リフト等）

・電気・水供給工事

・防火・消火設備

・オペレーター用施設整備（シャワー、ト

イレなど）

・オペレーターの募集・採用

・ボイラーオペレーターの募集・採用：運転

中ボイラー全 9 サイト中、7 サイトで募集・

採用

（ペレット製造設備関連）

ほぼ計画どおりであった。計画時からの相違

については以下のとおりである。

・ペレット搬送機器（クレーン、フォークリ

フト等）：未実施

・オペレーターの募集・採用：未実施

出所：JICA 提供資料、質問票回答

日本側及びモルドバ側のアウトプット実績内容は、一部サイトの変更や遅延等が生じた

ものの、おおむね計画どおりに実施された。計画と実績に関する差異について、以下のとお

り説明する。

（日本側投入）

計画時からの変更点として、ペレットボイラーの導入予定であった地方 3 サイト（Bubuieci、

Pilrita、Siscani）が機材設置等に必要な費用を工面できない事態に陥り、3 サイトからボイラ

ー導入について辞退の申し出があった。このため、実施機関により代替サイト（Larga、Cotova、

Burlacu）があらためて選定され、JICA も確認の上で了承した。当初計画段階で候補として

上がっていた優先 100 サイトからの選定であったため、再選定・決定過程において大きな問

題は生じなかった8。

ペレット製造設備に関して、当初計画では首都キシナウの国立トレーニングセンター

（National Training Center：以下「NTC」という）に設置予定であったが、約 15km 離れた

Criuleni 県 Porumbeni 村に位置する NTC の別サイトに設置された。その理由は、建屋の設計

許可については首都キシナウ市当局から下りていたものの、建築許可申請の段階で河川等

の水域保全法9に抵触するという指摘により、最終的に許可が下りなかったためである10。な

お、事後評価時において同設備は稼働していない。その要因として、３．２．２．２ 事業

8 これを受けて、３．３．１．１ 有効性・定量的効果（運用・効果指標）にて説明するが、表 2 の基準値

及び目標値が若干変更となった。
9 モルドバ共和国法第 440 号（2012 年 7 月改正）
10 首都キシナウ市当局も河川等の水域保全法に抵触することが把握できていなかった点、旧ソ連システム

からの移行期がゆえに度重なる法改正が行われ、その内容に対してモルドバ国民への周知が十分ではなか

ったことも背景にある。また、サイト選定の理由として、ペレット製造設備に関連する給排水・電気施設

が既に整備されていたこと、首都キシナウ中心地から約 15km と近距離であること、当該サイト周辺はト

ウモロコシ畑が広がっており原料確保が容易、かつ、消防関連法規による各種規制が厳しくないこと等が

挙げられる。
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期間にて述べるとおり、ペレット製造設備の建設が予定より遅れた結果、モルドバ側が負担

すべきであった予算の確保が見通せなくなったことに加え、同設備が NTC に移管されたこ

とが挙げられる。実施機関によると、同設備は 2016 年 10 月以降 NTC の資産となったため、

同省下とはいえ別機関の運用方針について直接関与できないとのことである。また NTC に

よると、上級官庁である農業・地域開発・環境省から同設備の稼働指示がなく、運転立ち上

げのための機器・機材の投入予算（50 万ユーロ程度11）が事後評価時までに充当されていな

いとのことである。NTC は、民間企業との合弁という選択肢も模索したが、投入費用が高

額であることと関係諸機関との調整が実現しなかったため実現に至っていない。他方で実

施機関は、農業・地域開発・環境省及び関係機関に根気よく働きかけることで予算配賦の可

能性を示唆しており、各関係機関との協議がより一層必要と考えられる。

ソフトコンポーネントは、本事業の資機材供与後に計画されていたが、事業完成時（2016

年 1 月）においてボイラーもペレット製造設備も稼働していなかったため、実施機関スタッ

フ向けの知識習得（環境面の理解促進）、ペレットボイラーの管理モニタリング活動、サプ

ライチェーン計画、ペレット製造に関する実地研修等が実施されなかった。他方、本邦研修

では実際に稼働中の設備を訪問し演習訓練が行われたほか、ボイラー管理者を対象とした

説明会等が開催された。

（モルドバ側投入）

「ボイラーオペレーターの募集・採用」に関して、ペレットボイラーが稼働中の 9 サイト

中、7 サイトで募集・採用が行われたことは確認できたが、残り 2 サイトについては把握が

できなかった。モルドバではここ数年、地方部の技術系人材が都市部に流出するという社会

問題が顕著であり、人材の継続的確保が難しい状況であることを実施機関及び地方サイト

（対象公共施設）のスタッフへのインタビューにより確認した。「ペレット搬送機器（クレ

ーン、フォークリフト等）」及び「オペレーターの募集・採用」に関しては、上述のとおり

ペレット製造設備が稼働していないため、これまで調達や募集・採用は行われていない。

11 事後評価時のレートで約 6,700 万円



写真 1：ペレットボイラーを活用した暖房
9

３．２．２ インプット

３．２．２．１ 事業費

本事業の総事業費に関して、当初計画では約 1,

モルドバ側負担分は約 117 百万円）と見積もられて

側の実績額は約 1,025 百万円、モルドバ側約 156

93％）。モルドバ側負担分は当初計画を超過したが

ラー24 サイト中 11 サイトにおいて、対象公共施設

熱源設備との接続部分に関する費用）を拒み12、調

12 先方負担工事の予算がつかなかった背景として、事業実

なく教育省から予算が配賦されるようになったことが挙げ

幼稚園ともに村の予算でボイラーが設置されていたため、

が契約者となった。しかし、2014 年に法改正があり、小学

ため、小学校と村長の関係が良好ではない地域や、村長の

た地域（ガス料金の値下げにより、ガスボイラーの利用を

算手当へのインセンティブが下がる事態も生じた。また実

設備（Furceni 地区の幼稚園・文化施設内）

写真 3：（左側）ペレット製造設備の建

（右側）ペレット製造
写真 2：ペレットボイラーの建屋外観
276 百万円（日本側負担は 1,159 百万円、

いた。総実績額は約 1,181 百万円（日本

百万円）であり、計画内に収まった（約

、その理由は、地方向けのペレットボイ

が負担すべき附帯費用（主にボイラーと

整の末、実施機関が負担することになっ

施中に法改正があり、小学校の施設は、村では

られる。具体的には、当初の計画では小学校・

本事業の入札が行われた 2013 年時点では、村長

校の予算は教育省から配賦されることとなった

交代によってペレットボイラーへの理解が薄れ

好む村長がいた地域）では、先方負担工事の予

施機関によれば、費用捻出自体が困難であった

（Branesti 地区）

屋、（中央）ペレット製造機器、

設備内部の様子
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たためである13。この背景には、本事業開始前に各地方の対象公共施設と実施機関との間で

費用負担に関し大まかな合意があったものの、対象公共施設側がどの程度の金額を負担す

ることになるのか明確ではなかったことが挙げられる。費用負担に関して、事業関係者間で

合意の取り付けを事業開始前に着実に行っておくことが望ましかったと考えられる。

３．２．２．２ 事業期間

本事業は 2013 年 6 月～2015 年 3 月（22 ヶ月間）で完了と計画されていた。実績期間は、

2013 年 6 月～2016 年 1 月（32 ヶ月間）と計画を超過した（計画比約 145%）。超過の主な理

由は、ペレットボイラーの一部の調達・据付が遅れたためである。既出のとおり、地方用 24

サイトのうち 11 サイトにおいて実施機関と附帯費用（主にボイラーと熱源設備との接続部

分に関する費用）を巡り調整に時間を要したことが大きな要因である14。ただし、総じて大

幅な遅れとはいえず、アウトプットもおおむね計画どおりであることから、本事業の効率性

の側面を著しく毀損するものではないといえる。

以上より、本事業のアウトプットはおおむね計画どおり、事業費については計画内に収ま

ったものの、事業期間が計画を上回ったため、効率性は中程度と判断できる。

地方サイト（対象公共施設）も一部にあったとのことである。
13 JICA は 2KR カウンターパート資金の活用を承認し、実施機関は合計約 3.58 百万モルドバ・レウ（以下

「MDL」という）（約 23.7 百万円、1MDL=6.63 円、事業実施期間中の平均為替レート適用）を支出した。
14 遅延や変更について JICA も定期的に状況を把握し、都度了承した。
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図 1：プロジェクトサイト位置図

（事後評価時に稼働中のペレットボイラー、ペレット製造設備の設置場所を示す）

３．３ 有効性・インパクト15（レーティング：②）

３．３．１ 有効性

３．３．１．１ 定量的効果（運用・効果指標）

表 2 に本事業の定量的効果指標（基準値・目標値・実績値）を示す。

15 有効性の判断にインパクトも加味して、レーティングを行う。
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表 2：本事業の定量的効果指標（基準値・目標値・実績値）

指標 基準値

2012 年

目標値

2018 年
事業完成 3 年後

実績値

2018 年
完成 2 年後

2019 年
完成 3 年後

2020 年
完成 4 年後

1) 対象施設に

おける暖房費

6,753,361MDL
→サイト変更後

6,858,160MDL

*事後評価時稼

働中の 7 サイ

ト（割出）：
1,354,607 MDL

*注 1

5,602,845MDL
→サイト変更後

5,666,313MDL
（基準値比、

-17%）

*事後評価時稼

働中の 7 サイ

ト（割出）：
N/A

-

*事後評価

時稼働中

7 サイト：
1,087,355

MDL
（基準値比、

約-20%）

-

* 事後評価

時稼働中

7 サイト：
1,113,739

MDL
（基準値比、

約-18%）

-

*事後評価時

稼働中

7 サイト：
N/A *注 2

2) 雇用創出 合計 24 人
→サイト変更後

合計 27 人

*事後評価時稼

働中の 7 サイ

ト（割出）：

合計 9 人*注 1

合計 50 人
（基準値比

1 サイトあたり

平均 0.96 人増）

*事後評価時稼

働中の 7 サイ

ト（割出）：
N/A

-

N/A

-

N/A

-

* 事後評価

時稼働中の

7 サイト：

合計 14 人
（基準値比

1 サイトあた

り平均 0.71 人

増）

出所：JICA 提供資料（基準値・目標値）、質問票回答（実績値）

注 1：事後評価時（2021 年 6 月）現在、稼働中のサイト 9 カ所のうち 7 カ所についてデータを入手した。

当該データから計画時の数値を割り出している。

注 2：2020 年の暖房費は、事後評価時（2021 年 6 月）においてモルドバ側で未集計のため算定していない。

計画時に有効性・定量的効果指標として、1）対象施設における暖房費と 2）雇用創出が

目標値として設定されていた。目標値は事業完成 3 年後とされていた。事業開始後、３．

２．１ 効率性・アウトプットで説明のとおり、対象サイト 3 カ所が変更になったため、基

準値も目標値も暖房費はそれぞれ変更となっている。

本調査では、質問票及び現地調査を通して直近 3 カ年（2018 年～2020 年）実績値データ

の入手を試みたところ、事後評価時に稼働中であるのはデモ用機を除く全 24 中 9 サイト

（幼稚園・学校等）であることを確認した。その理由として、実施機関は 2018 年に天然ガ

ス価格が下落し、ガス暖房設備の運営・維持管理費がバイオマスに比べ安価となったため、

ペレットボイラーの利用が直ちに進まず、開始が遅れていることを挙げている。全 24 中 11

サイトに関しては、地方サイト（各対象公共施設）側が既存暖房設備からの切り替え・稼働・



13

新規接続にかかる費用を負担できず、その調整に時間を要したことも要因である16。当該 11

サイトのペレットボイラーについては2020年12月～2021年3月に順次運転準備が完了し、

本年冬季（2021/2022 年）から使用される見込みである 。残りの 4 サイトでは、天然ガス利

用のコスト優位性を理由にペレットボイラーの利用を見合わせている。他方、実施機関及び

4 サイト以外の対象公共施設は、天然ガス価格の高騰等といった事態に備え、代替暖房手段

を準備しておく必要性を理解、状況を先送りしていない、いわば稼働に向けて準備を進めて

いる段階であることを質問票及び現地調査を通じて確認した。

定量的効果に関して、本来であれば全 24 サイトの稼働実績に基づいて効果の検証を行う

必要があるが、上述のとおり、事後評価時において多くのサイトが「稼働準備中」であり、

評価業務のタイミングとして実績値データの検証が容易でないという制約を考慮する必要

がある。そのため、同データが記録されているサイト（事後評価時に稼働しているボイラー）

に絞って、実績データとその対照となる当該サイトの基準値・目標値を洗い出した上で効果

の検証を行うことが妥当と判断した。なお、9 サイトが稼働中であるものの、定量的効果指

標に関するデータ自体を計測・記録していたのは 7 サイトであったことから、本調査では 7

サイトに絞って数値の検証を行うことした。

1）対象施設における暖房費に関して、表 2 のとおり、計画時に設定された目標値は全サ

イトの合計値であり、暖房費は基準値比 17%減となる見込みであった。これに対しデータ

が揃った 7 サイトの暖房費は、基準値比で 20%減（2018 年）、18%減（2019 年）であり、削

減率としては目標値を上回っている。データ入手状況に制限があったが、ペレットボイラー

が稼働中の施設では、想定どおりの効果が発現しているといえる。削減に至っている理由と

して、従来石炭・薪・電気暖房を利用していたサイトでは費用対効果で優位性のあるペレッ

トボイラーが導入されたこと等が挙げられる。

2）雇用創出に関して、地方 24 サイトの合計基準値は 27 人、目標値は合計 50 人、1 サイ

トあたり平均で約 0.96 人の増員が見込まれていた。質問票及び実施機関等へのインタビュ

ーによると、データが揃った 7 サイトにおける基準値合計 9 人に対し、事後評価時実績は

14 人と 5 人の増員、つまり 1 サイトあたり平均約 0.71 人の増員であり、目標を若干下回っ

ている17。その主な理由として、実施機関は地方における人材確保の難しさを挙げている。

暖房設備オペレーターの仕事は冬季限定であり、年間を通じて収入が安定しないことも要

16 最終的に実施機関が一連の費用を負担することで決着した。
17 計画時、ガスからペレットボイラーに切り替える地方サイト（対象公共施設）では雇用人数の増加（各

サイト 2 人増）が見込まれ、石炭からペレットボイラーに切替えるサイトでは雇用人数の減少（各サイト

1 人減）が見込まれていた。電気・ガスからペレットボイラーに切替えたのは 7 サイト中 5 サイトである

が、電気から切り替えたサイト（1 サイト）では 3 人増が実現された一方、ガスボイラーから切り替えた 4

サイトでは各 1 人以内の増員にとどまった。



因に挙げている。また、技能の高い人材ほど都市部やモルドバ国外に流出する傾向にあると

のことである。当初計画と実績との比較では上述のとおり目標を達成しているとはいえな

いものの、増員は実現している。しかし、各対象公共施設では人材確保の工夫・努力を継続

する必要があるといえる。

３．３．1．２ 定性的効果

本事業のペレットボイラー等の設備・機材の導入により、モルドバでは石炭・薪・ガス・

電気の代替となる手段が確保された。ペレットボイラーは、天然ガス価格の動向等に左右さ

れることなく冬季に暖房を確保する手段として幼稚園・学校といった施設で有効活用され

るようになっている。2018 年に天然ガス価格が下落し、事後評価時にはガスボイラーが優

先的に使用されているサイトもあるが、ペレットボイラーのほうが高い安全性を実感して

いるという現場担当者のコメントもあった18。３．３．１．１ 定量的効果の説明のとおり、

従来石炭・薪・電気を利用していた各対象公共施設では、暖房費削減が実現している。安全

性の観点も含め、本事業は地方の公共施設での暖房環境改善に一役買っているといえる。
写真 4：ペレットボイラーの接続配管
14

18 「ガスボイラー室では死んでいる虫が多いが、ペレットボ

りペレットボイラーのほうが安全で、環境にやさしい設備と

お実施機関によると、2020 年以降、モルドバでは COVID-1

りつつあり、環境・社会面の便益よりもコスト面が重視され

ある。ペレットボイラーとガスボイラーの両方が使用可能な

ットボイラーの稼働はガス価格の動向に左右される可能性は

（Cricova 地区の幼稚園）
写真 5：使用前のペレット燃料
イラー室では生きている。そのため、ガスよ

実感する」といったコメントが出された。な

9 の影響により公的機関の財務状況は厳しくな

る施設運営が好まれる傾向にあるとのことで

施設では後者が優先される傾向にあり、ペレ

排除できない。

（Chiperceni 小学校）
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写真 6：ペレットボイラーが設置され
15

．３．２ インパクト

．３．２．１ インパクトの発現状況

事後評価時におけるインパクトの発現状況につ

村コミュニティにおける生活・学習環境の改善

本事業実施前に暖房手段が非効率・非実用的19な

いた。しかし、本事業のペレットボイラー導入

可能となり、その結果、学習環境の改善が実現

イト（各対象公共施設）へのインタビューによ

ネルギー源の多様化

ペレットボイラーの導入がモルドバにおいてエ

るリスクの軽減に寄与していることを確認した

室効果ガス（CO2）削減

計画時、実施機関に設置されるデモ用 1 台を除

提において、推計値として年間 5,629.2 トンの

、稼働しているのは 24 台中 9 台であることを考

ン21と推計される。その一方、本年冬季（2021

薪の暖炉、コストが非常に高い電気、1970～80 年代の

本調査では、「再生可能エネルギーやバイオマス利用に

ット製造やペレットボイラーの普及・促進についての変

・学習環境の改善状況について」「自然環境への負の影

把握するべく、本事業の対象の各サイト（事後評価時に

対象にインタビュー調査を行った。

計算式は 5,629.2 トン÷24×9

いる幼稚園（Cricova 幼稚園）
写真 7：ペレットボイラー利用による暖房
いて、以下 4 つ観点から説明する。

ケースが少なくとも 7 サイトで確認され

により、効率的かつ安全な暖房設備の利用

していることを質問票、実施機関及び地方

り確認した20。

ネルギー源の多様化、輸入エネルギーに

。

く 24 台のボイラー全てが稼働するという

CO2排出削減が見込まれていた。事後評価

慮すると、年間 CO2排出削減量は約 2,111

/2022 年）は 11 サイトが稼働予定であり、

ガス設備、老朽化の進んだ石炭暖房など。

関する知識・意識の変化」「モルドバ国内でのペ

化」「本事業による農村コミュニティにおける生

響、住民移転・用地取得等について住民の声」等

おいて稼働中のサイト：8 サイト、合計 14 人）

機器が設置された学習室（Mateuti 幼稚園）
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年間 CO2 排出削減量は約 4,691 トン22となる見込みである（当初計画の 8 割以上の達成見込

み）。

再生可能エネルギー及びバイオマスの認知度

各対象公共施設へのインタビューでは、再生可能エネルギーの存在、バイオマスの原料及

び使用方法を熟知していたことがうかがえた。具体的には、モルドバはガスや石炭、石油に

過剰依存している状況やリスク、国内に豊富に存在する天然資源であるバイオマスの存在、

その活用が国家にとって有益である点を把握していた。

以上より、本事業は地方部の学習環境改善、エネルギー供給体制の強化、再生エネルギー

及びバイオマスの認知度向上、ひいては住民の環境意識向上に一役買っているといえる。

３．３．２．２ その他、正負のインパクト

1）自然環境へのインパクト

本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年 4 月公布）に掲げる影響

を及ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地域に該当せず、環境への望ましくな

い影響は最小限であると判断され、カテゴリーC に分類された。また、モルドバの環境影響

評価（以下「EIA」という）法及び欧州連合の基準に照らすと、発熱量 300MW 未満の熱供

給プラント（=ペレットボイラー）は EIA の実施対象外と規定されていたため、本事業は EIA

対象外であった。

質問票、実施機関及び訪問した各対象公共施設（9 サイト）でのインタビューを通じて、

事業実施中及び完成後における自然環境への影響（大気汚染、騒音・振動、生態系への影響

等）は特にないことを確認した。ペレットボイラー施設周辺に住む住民から騒音や振動等に

関する苦情や不満が生じていないことも確認した。

本事業の環境モニタリングは、事業実施中は施工監理コンサルタントが責任を有してい

た。完成後において、モルドバでは法に則って行われる体制が確認される。同国政府通達第

548 号及び第 549 号に基づいて、環境保護検査機関と環境保護庁が環境モニタリングに対応

することになっている。実施機関は、ペレットボイラー等の設備にかかる環境の負の影響

（周辺環境への影響）が生じる場合、両機関にただちに報告し対処することになっているが、

事後評価時までに重大な問題は生じていない。

22 計算式は 5,629.2 トン÷24×20
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2）住民移転・用地取得

質問票及び実施機関へのインタビューを通じて、本事業ではいずれの地方サイトにおい

ても住民移転や用地取得が発生しなかったことを確認した。

＜有効性・インパクトのまとめ＞

モルドバでは 2018 年に天然ガス価格が下落し、ガスボイラーの費用対効果がバイオマス

より高くなった。そのため、事後評価時はガスボイラーが優先される傾向にある。本年冬季

（2021/2022 年）には計 20 台のペレットボイラーが稼働予定であるが、事後評価時の稼働

数は 9 台（9 サイト）に留まっている。その点を踏まえて、有効性・定量的効果の実績をレ

ビューしている点は制約があるといえるが、1）暖房費削減は目標値を上回り、2）雇用創出

は目標値をやや下回っている。計画時、天然ガス価格高騰によりペレットボイラーへの依存

度が益々高まるという前提で事業開始となったが、本事業の対象サイトでは、石炭・薪・電

気に比べ安価で、輸入エネルギーの価格動向に左右されることなく冬季に暖房を使用でき

る環境は整っている。温室効果ガス削減量（推計値）は限定的であるが、農業廃棄物を有効

活用した再生可能エネルギーが周知・促進されていること、同国のエネルギー安全保障への

貢献も確認できることから、インパクトは必ずしも低いとはいえない。以上より、本事業の

実施により一定の効果の発現がみられ、有効性・インパクトは中程度である。

３．４ 持続性（レーティング：②）

３．４．１ 運営・維持管理の制度・体制

計画時、本事業の実施機関は農業食品産業省の 2KR 実施ユニット（以下「2KR-PIU」と

いう）であった。しかし、2017 年 7 月のモルドバ政府通達第 594 号により農業食品産業省

が組織改編となり、農業・地域開発・環境省（Ministry of Agriculture, Regional Development

and Environment）23が創設された。その後、2KR-PIU は 2020 年 6 月の政府通達第 536 号に

より政府組織である農業開発近代化機構（Agency for Development and Modernization of

Agriculture：ADMA）に組織改編された。そのため、事後評価時の実施機関は ADMA であ

る。なお、2KR-PIU で本事業の計画・実施に従事したスタッフは、事後評価時現在、ADMA

には在籍していない。

各対象公共施設（地方サイト）に導入された設備・機材の運営・維持管理について責任を

有するのは、自治体代表者（村長等）である。一方、３．２．１ 効率性・アウトプットに

23 補足情報として、2021 年 8 月 12 日付で省庁再編が行われ、農業・地域開発・環境省から農業食品産業

省に再度改変されている。
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て述べたとおり、事後評価時においてデモ用ペレットボイラー及びペレット製造設備の運

営・維持管理に責任を有するのは NTC である。表 3 に各運営・維持管理の組織体制を示す。

表 3：事後評価時における各運営・維持管理の組織体制

出所：質問票回答

事後評価時、本事業で導入されたペレットボイラーのうち 9 台が稼働中である。本調査で

は、実施機関への質問票、各対象公共施設にインタビュー及び現場視察を通じて、同ボイラ

ーが設置されているサイトで勤務する運転要員数はおおむね必要十分であることを確認し

た。運転要員は、清掃、点検、保守など日常的維持管理業務に従事し、より高度な専門性を

求められる維持管理業務が必要となる場合は技術系専門業者が対応している。なお、３．３．

１．１ 有効性・定量的効果にて述べたとおり、事後評価時において未稼働の同ボイラーは

点検や稼働体制、人員面を含め運転準備が完了しており、本年冬季（2021/2022 年）より稼

働開始の予定である。

ペレット製造設備に関して、所有者である NTC は運営・維持管理スタッフを配置してい

ない。３．２．１ 効率性・アウトプットにて述べたとおり、同設備稼働のための予算が確

保できていないことが理由である。モルドバ政府の行政機構再編後、事後評価時に至るまで

未稼働の状況は解決されていない。NTC は民間企業と連携し解決策を模索したものの、同

設備の規模は大きく費用面がネックとなり、断念に至った24。

以上を踏まえると、本事業の運営・維持管理の制度・体制面には一部課題があるといえる。

なお、ペレットボイラーの燃料となるペレットは品質面に問題なく、モルドバ国内での供

給体制が整っていることを質問票やインタビューにより確認した。実施機関によると、1 ト

24 NTC によれば、現状として農業・地域開発・環境省からの指示や予算措置がない限り、本問題の解決は

難しいとの見解を示している。

ペレットボイラー ペレット製造設備

運営・維持管理責任

者

・24 台：自治体代表者（村長等）

・デモ機：NTC

・NTC

設備所有者 ・24 台：各対象公共施設（学校

長等施設管理責任者）

・デモ機：NTC

・NTC

実際の運転者 ・24 台：各対象公共施設に雇用

される運転要員

・デモ機：NTC から委託を受け

た組織が雇用する運転要員

・NTC

完成後の運営・維持

管理費用の負担

・24 台：各対象公共施設の予算

・デモ機：NTC

・NTC
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ン 3,000～4,000MDL 程度（約 19,800 円～26,400 円）で販売されており、直近 4～5 年におい

ておおむね安定した価格で販売されており、供給体制にも問題はないとのことである。他方、

流通している天然ガスは国際価格の影響を受けやすく、今後は高騰する可能性も排除でき

ない。その観点から、国内調達が可能で、かつ価格が比較的安定しているペレットを燃料と

するボイラーは、ガスボイラーの代替暖房手段として重要な存在であり、同国の暖房供給体

制の維持に欠かせないものといえる。仮にペレット製造設備が稼働に至るならば、ペレット

の供給体制の安定度は増し、その価格はさらに下がる可能性が考えられる。

３．４．２ 運営・維持管理の技術

本事業完成時までに、施工業者からペレットボイラー用の維持管理マニュアルが各対象

公共施設に 2 部ずつ、実施機関に 3 部、ペレット製造設備に 5 部配布された。各地では必要

に応じて同マニュアルが活用されて維持管理が行われている。

本事業実施中、ペレットボイラー導入の際に各対象公共施設において運営・維持管理研修

（ソフトコンポーネント研修）が行われた。実施機関によれば、運転に関する備えや心構え、

知識を深めることができた点が各要員にとって有益であったとのことである。なおペレッ

トボイラーが導入された各施設では、新規スタッフが採用されると運営・維持管理業務に関

連する実地研修（OJT）が行われている。

以上より、本事業の運営・維持管理の技術面には特に大きな問題はないと考えられる。

３．４．３ 運営・維持管理の財務

表 4 に、未稼働のペレット製造設備及びデモ用ボイラーの維持管理費を示す。設備の老朽

化を防ぐための保守点検及び電気代の支出のみである。NTC が毎年予算を計上し、支出し

ている。なお 2020 年の電気代は前年比で減少しているが、同年は暖冬であったためである。

表 4：ペレット製造設備及びデモ用ボイラーの維持管理費
（単位：MDL）

2018 年 2019 年 2020 年

原材料 0 0 0

マーケティング活動費 0 0 0

人件費 0 0 0

電気代 22,469 25,468 14,128

スペアパーツ代 0 0 0

保守点検 171,000 180,000 180,000

出所：実施機関資料
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表 5 にペレットボイラーを管理する各対象公共施設の維持管理費（1 台あたりの費用）を

示す。

表 5：ペレットボイラー1 台あたりの維持管理費 *注
（単位：MDL）

2018 年 2019 年 2020 年

ペレット購入代 30,000～135,370 30,000～115,571 30,000～78,036

電気代 2,465～24,000 2,465～39,000 2,465～24,000

維持管理費（平均額） 500 800 1,300

人件費 15,126～16,930 14,981～17,038 13,170～19,248
出所：実施機関資料

注：費目によっては幅がある。その理由は各施設の利用者数、床面積等、諸条件にあわせた出力選定がな

され、それによりボイラー容量が異なるためである。

実施機関は各費目に関して、「直近 3 カ年の必要な運営・維持管理費については、多額と

はいえないかもしれないが、必要最低限の水準は確保できていると思う」と述べている。維

持管理費（平均値）については、2020 年にかけて増加傾向にあるものの、全体の維持管理

費から見ても小額である。維持管理費の支出がないサイトも 3 カ所あることを確認したが、

故障やトラブル及び関連する修理費について必要な金額が最低限ではあるが支出されてい

ることを確認した。既出のとおり、2020 年に入り COVID-19 の影響によりモルドバは財政

面に懸念が生じつつあり、実施機関は今後の予算確保は容易ではなくなる可能性を憂慮し

ているが、事後評価時においては特に大きな懸念は生じていない。

以上を踏まえると、稼働中の設備・機材にかかる運営・維持管理費には特段大きな懸念は

ないといえる。その一方、今後の COVID-19 の影響による財務面の変化を注視する必要はあ

る。

３．４．４ 運営・維持管理の状況

ペレットボイラー9 台の稼働状況については、事後評価時において問題ないことを質問票

及び現場視察により確認した。事業完成後に稼働上の不具合が発生したボイラーもあった

が、迅速に応急・修繕措置が行われている。必要に応じて専門業者による設備・機材の修理・

交換等も行われている。ペレット製造設備は稼働していないものの、老朽化を防ぐための保

守点検が行われている。

スペアパーツに関して、事後評価時に至るまでスペアパーツ不足による不稼働等といっ

た問題は特段ないが、今後も円滑に調達ができる体制を維持する必要がある。

以上より、稼働中のペレットボイラーにかかる運営・維持管理状況には特段問題ないと見

受けられる。同時に、本年冬季（2021/2022 年）から稼働予定のペレットボイラーは、着実
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な保守点検や稼働確認を継続し、着実な運転を図る必要がある25。

以上より、本事業の運営・維持管理は制度・体制面に一部問題があり、本事業によって発

現した効果の持続性は中程度である。

４. 結論及び提言・教訓

４．１ 結論

本事業は、モルドバ国内の公共施設（主に小学

ラーとペレット製造設備の導入を通じて、エネル

運転を図り、住民の生活環境改善を目指すもので

までのモルドバ共和国のエネルギー戦略」や「国

ギー利用効率改善やバイオマス燃料・再生可能エ

が提唱され、バイオマス燃料は天然ガスの代替エ

ギー安定供給にとって欠かせないと位置づけられ

認されることから、妥当性は高い。効率性に関し

事業費は計画内に収まったものの、事業期間はペ

関と地方の一部対象サイトとの間で調整に時間を

中程度である。有効性に関して、同国では 2018 年

ス暖房が優先される傾向にあることから、地方部

うち事後評価時に稼働しているのは 9 台に留まっ

タ値が入手できたのは稼働中 9 サイトのうち 7 サ

25 仮にガスボイラーの使用から切り替えることになる場

とを質問票や各対象公共施設へのインタビューにより確認

写真 8：バイオマス燃料活用のポスター

（Branesti 地区の幼稚園・文化施設内）
ト
写真 9：貯蔵されているペレッ
校等の教育施設）に対して、ペレットボイ

ギー・コストの削減と継続的な暖房施設の

あった。モルドバ政府が策定した「2020 年

家開発戦略モルドバ 2030」では、エネル

ネルギーによるエネルギー消費の削減等

ネルギーとして有益であり、同国のエネル

ている。日本の援助政策との整合性も確

て、アウトプットはおおむね計画どおり、

レットボイラー接続費用について実施機

要し計画を若干超過したため、効率性は

以降は天然ガス価格が下落した結果、ガ

に設置された 24 台のペレットボイラーの

ている。本調査では、目標値及び実績デー

イトと、定量的効果の分析に必要なデー

合、円滑に作業を進め、使用可能な状態にあるこ

した。

燃料（Vazaresti 幼稚園）
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タに制約があった中で、1）暖房費削減は目標値を上回り、2）雇用創出は目標値をやや下回

っている。他方、本事業の対象地域において、石炭・薪・電気に比べ安価で、天然ガスより

安全かつ環境にやさしい暖房手段が確保され、輸入エネルギーの価格動向に左右されるこ

となく冬季暖房を使用できる環境が整っている。稼働していないペレットボイラーが今後

稼働予定であること、農業廃棄物を有効活用した再生可能エネルギーが周知・促進されてい

ること、同国のエネルギー源多様化（エネルギー安全保障）に寄与していることから、有効

性・インパクトは中程度と判断できる。持続性に関して、稼働中のペレットボイラー9 台に

故障・不具合等はなく、未稼働状態にある 11 台も本年冬季（2021/2022 年）から稼働すべく

接続等が完了しており、運営・維持管理体制・技術面・財務面に問題はない。しかしペレッ

ト製造設備やデモ用ペレットボイラーの稼働・活用に向けた見通しが立っておらず、事業関

係者間で解決に向けた協議が必要である。したがって、本事業によって発現した効果の持続

性は中程度である。

以上より、本事業は一部課題があると評価される。

４．２ 提言

４．２．１ 実施機関への提言

・2016 年 10 月に農業食品産業省（当時）がペレット製造設備の所有権を実施機関から移し

た結果、導入されたペレット製造設備及びデモ用ペレットボイラー1 台の運営・維持管理責

任の所在は NTC となった。NTC では上部監督官庁である農業・地域開発・環境省から明確

な指示や予算配賦がないため、稼働に至っていない。稼働が実現するよう実施機関、NTC、

農業・地域開発・環境省の間で根気よく協議を行い、具体的に取るべき対応策を打ち出すこ

とが望ましい。これら施設の導入と着実な稼働により、暖房環境の改善の改善に加え、CO2

削減、エネルギー源の多様化、再生エネルギーといった効果も着実に進むからである。

・本年冬季（2021/2022 年）より稼働予定のペレットボイラー（11 台）について、実施機関

と運営・維持管理責任を有する地方サイト（各対象公共施設）と密に連携し、保守点検や稼

働確認を着実に行うことが望ましい。

・事後評価時、4 サイトではガスボイラーがペレットボイラーより費用対効果が高く、ガス

ボイラーが使用されている。その一方、今後天然ガス価格が上昇し、ペレットボイラーに優

位性が生じる場合も想定し、実施機関と地方サイト（各対象公共施設）は直ちに稼働できる

状態を常時整えておくことが望ましい。
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４．２．２ JICA への提言

・未稼働のペレット製造設備や今後稼働予定のペレットボイラーに関して、JICA は事業便

益の逸失防止に努めるべく、定期的に実施機関に状況を確認し、必要に応じて申し入れを行

うことが望ましい。

４．３ 教訓

施設稼働に際しての費用負担の明確化と双方の着実な合意形成の必要性

・導入された全ペレットボイラーのうち 11 台に関して、地方サイト（各対象公共施設）が

附帯費用（主にボイラーと熱源設備との接続部分に関する費用）の支出を拒み、その調整に

多くの時間を要し、事業進捗にも影響が出た。各対象公共施設が負担すべき費用の目安が明

示されないまま合意が取り付けられていたことに加え、モルドバでは事業資金の負担に関

する制度改革が本事業開始後の 2014 年に行われたことも背景にある。本事業開始前に実施

機関と地方サイトは、およその負担金額や事業実施スケジュールについて明確な合意を交

わしておく必要があったといえる。今後の類似案件の際にも、事業サイトが複数かつ運営・

維持管理を担う組織も複数に亘る場合、事業関係者間で相互理解や明確な合意を交わし、制

度など条件に変更があった場合にも速やかに合意内容の見直し、再合意を取り付けるなど、

着実な取り組みがあることが望ましい。

運営・維持管理体制の変更による施設・機材の未活用リスクを最小限に抑える必要性

・計画時、ペレット製造設備を実施機関の敷地内に整備し、ペレットを製造し、同じく導入

されるペレットボイラーの燃料とすることが見込まれていた。しかし上述のとおり、運営・

維持管理責任の所在は実施機関から NTC となり、稼働に必要な予算が配賦されず事後評価

時まで活用されていない。今後の類似案件において、導入されたアウトプットが活用されな

いことが見込まれる場合、援助実施側は事後評価実施のタイミングを待たず定期的な情報

収集を継続することが望ましい。同時に、導入されたアウトプットの所有権・運営・維持管

理体制に大きな変更が生じた場合、たとえ事業完成後であっても、被援助国側は即時に変更

事項を援助実施側に通知することが望ましい。そのような体制の構築に双方は鋭意努める

ことが望ましい。

以 上


